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業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法の適用事例研究

河本 高文1,a) 二木 厚吉2 吉岡 信和3
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概要：著者らは，業務プロセスの伝票の突合せ状況から伝票不整合リスクを判定する伝票突合せアセスメ
ント手法を提案し，さらにイベント追加による業務プロセスの改善手法や部門の信頼性を考慮する手法へ
の拡張手法を示した．しかし，実務で用いられる業務プロセスは効率性や負荷分担などさまざまな観点か
ら設計されており，本アセスメント手法の適用には，伝票突合せに無関係な説明や記述の枝葉を切り落と
してモデル化する必要があり，それが実務で業務プロセスを設計・運用する担当者の負担になっていると
思われる．そこで，本論文では，文献で広く公開されている業務プロセスの業務の流れ図や業務記述書を
使って，本アセスメント手法の業務プロセスダイアグラムを作成できるように指針を示して，伝票突合せ
の観点から伝票突合せ行列を用いて業務プロセスの分析をする事例研究を行った．これによって本アセス
メント手法の使いやすさや業務プロセスを分析する際の有効性を示して，本アセスメント手法の実用性を
さらに向上させた．
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Abstract: We proposed an assessing business processes by checking transaction documents for inconsistency
risks. However, the business process used in practice is designed from various viewpoints such as efficiency
and load sharing, and it has been a burden to model by cutting off the branches and leaves to fit this assess-
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practicality.
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1. はじめに

経営者は，内部統制の観点から信頼できる業務プロセス
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を構築する必要がある [5], [10]．このとき，これまでは公認

会計士などの専門家の知識や経験に拠っていた [1], [2], [3]．

信頼できる業務プロセスの構築には，さまざまな取組みが

必要であり専門家の知識や経験に基づく支援は有用であ

る．一方，さまざまな取組みの中で，1つ 1つの取組みが

何を根拠に行われているのか，客観的な根拠が示されてい

ないことがある．

注) 本論文は，河本ら，「伝票突合せアセスメント手法の業務プ
ロセスへの適用事例研究」，コンピュータセキュリティシンポジ
ウム 2020論文集，pp.785–792，2020-10-19をオリジナルとし，
シンポジウムでの議論などを反映したものである．
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そこで著者らは，公認会計士の会計監査における監査手

法の 1つである伝票突合せが，業務プロセスの中にあらか

じめ組み込まれていると，取引のミスや不正のリスクを事

前に軽減できる可能性が高いので，業務プロセスの信頼性

を高めることができると判断した [4], [5]．そして，業務プ

ロセスの信頼性の 1つの基準を，「業務プロセス上で発行

される取引のすべての伝票が突合せされている」ことと定

めて，業務プロセスの伝票突合せモデルを構築し，伝票突

合せ不整合リスクを数理的に判定するアルゴリズムを示し

て，この基準に沿った業務プロセスの伝票突合せアセスメ

ントする手法を提案した [8], [9]．

本アセスメント手法は，業務プロセスの伝票突合せ状況

を業務プロセスダイアグラムでモデル化して，初期の伝票

突合せ状況を伝票突合せ行列に設定し，伝票不整合リスク

をアルゴリズム（Floyd-Warshallアルゴリズム [6]）を使っ

て推移的閉包を計算し業務プロセスの信頼性を判定する手

法である．実務で使われていると思われる業務プロセスに

アセスメント手法を適用して，専門家の知識や経験だけに

依存しないで，業務プロセスの信頼性を客観的に議論でき

ることを示した [8], [9]．また，同時に伝票不整合リスクの

低い業務プロセスは，伝票改ざんを検知できる可能性が高

いことから，情報セキュリティ上の内部脅威対策にも有効

であることを示した [16]．

さらに，伝票突合せアセスメント手法で信頼性が低いと

判定された業務プロセスにイベントを追加して信頼性の高

い業務プロセスに改善する手法も示している [17], [20]．ま

た，伝票突合せが確実にできる部門と，できない可能性の

高い部門とに対応できるように，部門ごとの伝票突合せの

有無をアセスメント手法に反映した [16]．そして本アセス

メント手法を Excelシートとマクロでツール化したアセス

メントツールも提供している [18]．

しかし，実務で用いられる業務プロセスは効率性や負荷

分担などさまざまな観点から設計されており，本アセスメ

ント手法を使えるように，業務プロセスの業務の流れ図や

業務記述書の中から伝票突合せに無関係な記述を切り落と

して業務プロセスダイアグラムを作成することに，業務プ

ロセスを構築，運用する実務者が戸惑うことが考えられる．

本論文では，業務プロセスを構築，運用する実務者が，

伝票突合せアセスメント手法を用いて，伝票不整合リスク

の低い，信頼性の高い業務プロセスを構築できるようにす

ることを課題とする．そのために，実務者に向けて，業務

プロセスの伝票突合せ状況をモデル化した業務プロセスダ

イアグラム作成の指針を示す．また，業務プロセスダイア

グラムが作成できると，伝票突合せアセメント手法を用い

て，どのような業務プロセス分析ができるかを示して，業

務プロセスダイアグラム作成への動機づけとする．

そのために，本論文では，文献で広く公開されている業

務プロセスの業務の流れ図や業務記述書を使って，本アセ

スメント手法の業務プロセスダイアグラムを作成する指針

を示して，これまで提供されてきた伝票突合せアセスメン

ト手法のさまざまな機能が分かるように業務プロセスの分

析を実施する事例研究を行った．これによって本アセスメ

ント手法の使いやすさや業務プロセスを分析する際の有効

性を示して，本アセスメント手法の実用性をさらに向上さ

せた．

本論文の構成は，2章の「関連研究」で信頼できる業務

プロセスの構築についての従来の取組みや研究について述

べる．そして，3章で著者らが提案している「業務プロセ

スの伝票突合せアセスメント手法」を，手法で用いている

業務プロセスダイアグラムと伝票不整合リスク判定アルゴ

リズムとをあわせて説明し，仕入業務プロセスに適用した

例を示す．4章で，「実務で用いられている業務プロセスの

伝票突合せアセスメント手法の適用事例研究」として，文

献から引用した業務プロセスから業務プロセスダイアグラ

ムを作成する指針を示して，伝票突合せ行列を使って業務

プロセスの内部統制リスク分析の事例研究を実施する．最

後に，5章で「結論」をまとめる．

2. 関連研究

業務プロセス研究の分野で，文献 [13]は，法律から権利

や義務を抽出する系統的なプロセスを与えており，客観的

に分析するアプローチは本研究と一致するが，対象とする

領域が異なる．文献 [14] は，リスク管理を扱うフレーム

ワークを与えているが，一般的なリスクに対応しており業

務プロセスの議論は不十分である．文献 [15]は，内部統制

のリスクと統制の厳密な対応に関する研究であるが，伝票

に着目する本研究と立場が異なる．文献 [7]は，取引に係

る内部統制を，実務で行われているドキュメントの突合せ

に着目して議論しているが，業務プロセスの信頼性には言

及しておらず本研究と異なる．著者らの手法のように，特

にすべてのドキュメントの突合せをモデル化して業務プロ

セスのリスクを定量的に定義し，その低減を数値として示

した研究例を，著者らは入手できていない．

実務における業務プロセスの構築，運用の分野では，信

頼できる業務プロセスの構築について，内部統制実施基

準 [10] やシステム管理基準追補版 [11], [12] などで，取引

に係る業務の流れ図や業務記述書を作成してリスク分析を

行い，識別されたリスクに対して対策を実施する手順が示

されている．これに沿って，公認会計士などの専門家が，

専門家の知識や経験に基づいて信頼できる業務プロセスの

構築を支援している [1], [2], [3] ．これらの取組みは，識別

されたリスクへの対応として有用であるが，これらの取組

みによる業務プロセスの信頼性を客観的に判定するのは難

しい．

財務報告の監査における分野では，さまざまな監査手法

が用いられ，その中には帳簿や伝票を突合せ照合して取引

c© 2021 Information Processing Society of Japan 1500



情報処理学会論文誌 Vol.62 No.9 1499–1510 (Sep. 2021)

の実在性を検証する手法があり [5]，実用的で有用な手法で

ある．しかし，伝票突合せ状況をモデル化して客観的な議

論はされていない．

著者らの伝票突合せアセスメント手法の研究 [8]は，具体

的な実務上の観点から業務プロセスの流れ図や業務記述書

を客観的に分析して，伝票突合せ状況をモデル化し，実務

的な観点から業務プロセスの信頼性を評価しているところ

が，従来の研究にはない新しさと考える．また，著者らの

一連の研究 [16], [17], [18], [20]において，信頼性が低いと

判定された業務プロセスの改善や，部門ごとの伝票突合せ

の有無の業務プロセスの信頼性の判定への反映，アセスメ

ントツールの提案などにより，伝票突合せアセスメント手

法の拡張を進めた．以上の著者らの既存研究をふまえて，

本論文では，業務プロセスを構築，運用する実務者が，伝

票突合せアセスメント手法を用いて，伝票不整合リスクの

低い，信頼性の高い業務プロセスを構築することができる

ようにすることを課題として取り組む．次章以降，著者ら

の既存研究である「業務プロセスの伝票突合せアセスメン

ト手法」から順を追って説明する．

3. 業務プロセスの伝票突合せアセスメント
手法

3.1 業務プロセスダイアグラム

業務プロセスダイアグラムは，企業の取引業務にともな

う業務イベントと，取引業務で発行される伝票の保管状況

および伝票突合せをモデル化したダイアグラムである．

なお，伝票突合せアセスメント手法の伝票突合せとは，

取引で発行されるそれぞれの伝票が持つ同一の項目（売上

取引における商品名・単価・数量・合計金額など）に相違

がないか突き合わせて照合することを指す．伝票に複数行

の明細があるときは，それぞれの明細の突合せを行う．ま

た，伝票突合せは，伝票を受信した部門が，その受信伝票

と，その部門でそれまで保管しているすべての伝票と突合

せ照合する．

3.1.1 業務プロセスダイアグラムの要素と表記法

業務プロセスダイアグラムは，以下の要素で構成される．

•「部門」：分担して作業を実施する主体．
•「部門レベル」：部門での伝票突合せの有無．
•「タイムライン」：上から下へ流れる時間．
•「イベント」：決められた順序で，ある部門から他の部
門へ伝票を送受信する事象．

•「伝票（document）」：作業の指示や，実施した作業結

果を記載したドキュメント．

•「保管伝票（stored documents）」：その部門が送付，受

信した伝票．

•「部門の伝票突合せ集合（vouchered documents）」：受

信した伝票と，それまでにその部門が保管していた伝

票の組

図 1 業務プロセスダイアグラム

Fig. 1 Business process diagram.

「部門」「部門レベル」「イベント」「伝票」「保管伝票」「伝

票突合せ集合」は，以下のように記号化して定義する．

• 部門 a, b ∈ Div（Div は部門全体）

• 部門レベル La：La = 1（部門 aでの伝票突合せあり），

La = 0（部門 aでの伝票突合せを除外）

（すべての部門で 1のときは省略可）

• イベント en(a, b) ∈ E（Eはイベント全体）：n番目に，

部門 aから部門 bへ伝票を送受信するイベント（enと

省略できる）

• イベント順序 n ∈ N（N は自然数）

• 伝票 dn ∈ Doc（Doc：伝票全体）：イベント en(a, b)

で送受信する伝票

• 保管伝票 Sn(a)：イベント en の後で伝票を受信した

部門 aがこれまでに送受信した伝票

• 部門 aの伝票突合せ集合 Vn(a)：イベント en(–, a)で

伝票 dn を受信した部門 aの保管伝票 Sn(a)（Vn と省

略できる）

業務プロセスダイアグラムの表記を，図 1 に示す．

3.1.2 業務プロセスダイアグラムの前提

業務プロセスダイアグラムで表現している取引業務の実

務を想定して，業務プロセスダイアグラムの前提をまと

める．

業務プロセスダイアグラムは，作業者の作業ミスや不正

に注目しているので，伝票の送信中や保管中に伝票は書き

換わらない前提とする．つまり，同一取引の送信伝票と受

信伝票は，同一と見なす．

次に，業務プロセスのイベント順序の前提をおく．企業

内の業務は責務の分離の原則から指示のない作業は実施さ

れないので，業務プロセスダイアグラムにおいて，業務プ

ロセス開始のイベントを除いて，伝票を受信していない部

門がイベントを始動して伝票を送付することはできない前

提とする．なお，業務イベントは，同一部門が複数回連続

して実行でき，連続して実行している間，他の部門は業務
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イベントを実行できない．また，複数回連続の業務イベン

トの次に業務イベントを実行できる部門は 1 つだけとす

る．つまり，業務イベントは，いつも決まった順序で決定

的に実施される．

3.2 伝票不整合リスク判定アルゴリズム

業務プロセスダイアグラムで抽出された伝票突合せ状況

は，各部門で直接的に突合せされた伝票の集合なので，複

雑な業務プロセスで，多数の直接的な伝票突合せ集合の中

から，目視で同一伝票を探し出し，間接的な伝票突合せを

考慮して，すべての伝票が直接，間接に突合せされている

かを，判断するのは難しい（図 2）．

著者らは，業務プロセスダイアグラムで抽出した直接的

な伝票突合せ状況を，隣接行列（伝票突合せ行列）で表現

し，すべての伝票が突合せされているかを，数理的に判定

する業務プロセスの伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリ

ズムを示した [8]．

伝票突合せ不整合リスク判定アルゴリズムは，伝票突合

せに推移律が成り立つことに基づいて，伝票突合せ行列の

推移的閉包を Floyd-Warshallのアルゴリズム [6]で算出し

て，すべての伝票が突合せされているかを判定する．

3.3 業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法

ここまでの説明を整理してまとめると，業務プロセスの

伝票突合せアセスメント手法は，次の (1)～(4)の手順から

なる．

(1) 業務プロセスダイアグラムの作成

与えられた業務プロセスの流れ図や業務記述書などか

ら，業務プロセスダイアグラムを作成し，伝票突合せ集合

Vi を抽出する．

(2) 初期値の伝票突合せ行列の設定

伝票数 nから，n次正方行列 T を作り (i, j)成分をすべ

て 0とする．

業務プロセスダイアグラムの伝票突合せ集合 V1, V2, · · · ,

Vmごとに，Vi の要素となっている伝票 di，dj を含んでい

れば，T の (i, j)成分に 1を設定する．T の対角成分 (i, i)

は 1とし，1が設定されている成分 (i, j)の対称成分 (j, i)

も 1を設定する．これを，初期値の伝票突合せ行列 T 0 と

する．

(3) 伝票突合せ行列の推移的閉包の算出

初期値の伝票突合せ行列 T 0 に，伝票不整合リスク判定

アルゴリズムを適用して，初期値の伝票突合せ行例 T 0 の

推移的閉包を求め，伝票突合せ行列 Tn とする．

(4) 業務プロセスの信頼性の判定

伝票突合せ行列 Tn の成分がすべて 1のとき，すべての

伝票の突合せが行われており，伝票不整合リスクは低いの

で，信頼性の高い業務プロセスと判定する．

伝票突合せ行列 Tn の成分に 0があるとき，突合せされ

図 2 仕入業務プロセスダイアグラム

Fig. 2 Purchase order process diagram.

ていない伝票があり，伝票不整合リスクは高いので，信頼

性の低い業務プロセスと判定する．

3.4 仕入業務プロセスへの適用

図 2 で与えられた仕入業務プロセスに，業務プロセス

の伝票突合せアセスメント手法を適用する．この仕入業務

プロセスは，調達部門から仕入先に，製品や材料が注文さ

れ，仕入先が納入する製品や材料を，倉庫部門が受領し，

倉庫部門が調達部門に検収を上げると，調達部門から支払

依頼が経理部門へ送付され，経理部門はそれに基づいて仕

入先に支払を行う [4]．なお，直接的な伝票突合せは，伝票

突合せ集合 V iに表現されており，V3 を例にとると，調達

部門が検収報告書（d3）を受信すると，調達部門がすでに

保管している注文書（d1）と直接的な伝票突合が行われ，

V3 = {d1, d3}と表記される．一方，間接的な伝票突合せ
は，同じ伝票突合せ集合 V iに含まれない 2つの伝票が，

第 3の伝票を介して伝票突合せされることで，V3に含まれ

る検収報告書（d3）と V5に含まれる納品書（d2）を例にと

ると，d3 と d2 は直接的に突合せしていない（つまり，d3

と d2 を含む伝票突合せ集合 V iはない）が，d3 を含む V3

と d2 を含む V5 の伝票突合せ集合に共通に含まれる注文書

（d1）を介して突合せされることである．このように，直

接的な伝票突合せは伝票突合せ集合を見れば分かるが，間

接的な伝票突合せは，2つの伝票が含まれる伝票突合せ集

合に共通の伝票があるかを検索する必要があり，目視で見

つけ出すのは困難である．

この仕入業務プロセスの伝票突合せアセスメントの結果

は，以下のようになる．

( 1 ) 仕入業務プロセスダイアグラム作成（図 2）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 3）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 8）算出（図 3）
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図 3 伝票突合せ行列 T 0，T 8

Fig. 3 Voucher matrix T 0, T 8.

( 4 ) 仕入業務プロセスの信頼性の判定

仕入業務プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行

列（T 8）の成分には 0が残っているので，突合せされてい

ない伝票があり，業務プロセスは伝票不整合リスクが高い

ので，信頼性の低い業務プロセスと判定される．

4. 実務で用いられている業務プロセスの伝票
突合せアセスメント手法の適用事例研究

前章では，著書らの既存研究である業務プロセスの伝票

突合せ状況により伝票不整合リスク，つまり業務プロセス

の信頼性を判定する伝票突合せアセスメント手法を説明

した．ある取引で発行されるさまざまな伝票間に不整合が

あると，取引の実在性に疑義が生じ，ひいては財務報告の

信頼性にも影響を及ぼす．そのため伝票不整合リスクの低

い，信頼性の高い業務プロセスを，伝票突合せアセスメン

ト手法を用いて構築することは取引や財務報告の信頼性の

観点から望ましい．そこで，本論文では，業務プロセスを

構築，運用する実務者が，伝票突合せアセスメント手法を

用いて，伝票不整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロ

セスを構築できるようにすることを課題とする．そのため

に，実務者に向けて，業務プロセスの伝票突合せ状況をモ

デル化した業務プロセスダイアグラム作成の指針を示す．

また，業務プロセスダイアグラムが作成できると，伝票突

合せアセメント手法を用いて，どのような業務プロセス分

析ができるかを示して，業務プロセスダイアグラム作成へ

の動機づけとする．

まず，実務で使われている業務プロセスは，信頼性の観

点だけから設計されているのではなく，むしろ作業の効率

性や部門間の負担を平準化することなどを考慮して設計さ

れている．このため，業務プロセスにはさまざまな観点か

らの作業に関する説明や記述があり，業務プロセスの伝票

突合せアセスメント手法を適用する際，伝票突合せの観点

と無関係な説明や記述を排除しなければならないことが，

アセスメント手法の適用を躊躇させている原因の 1つと思

われる．

本章では，広く公開されている業務プロセスを，文献 [3]

「フローチャート式ですぐに使える内部統制の入門と実践」

から抽出して，業務プロセスの業務プロセスダイアグラム

を作成するための指針を示し，実際に業務プロセスダイア

グラムを作成する．

いったん，業務プロセスの業務プロセスダイアグラムが

作成できると，伝票突合せ行列を用いて業務プロセスの伝

票不整合リスク（業務プロセスの信頼性）を分析できる．

そこで，作成した業務プロセスダイアグラムを使って，業

務プロセスの信頼性の判定だけでなく，信頼性の低いと判

定された業務プロセスの改善や，伝票突合せが期待できな

い部門の除外による伝票突合せ状況の判定を分析する事例

研究を実施する．

4.1 業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法への適

用と分析の方法

最初に，業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法の

適用方法を検討する．内部統制を構築している企業の業務

プロセスは，内部統制の観点から部門ごとの作業の流れを

記述した業務の流れ図（プロセス・フローチャート）や部門

での作業を詳細に記述した業務記述書（業務手順書）など

を使って記述されている [10]．一方，業務プロセスの伝票

突合せアセスメント手法では，3章で説明した業務プロセ

スダイアグラムを使って業務プロセスをモデル化する．業

務プロセスダイアグラムでは，部門と部門間の伝票の流れ

のみに注目している．そのため，実務で使われている業務

プロセスに伝票突合せアセスメント手法を適用するには，

業務プロセスの流れ図や業務記述書から，部門や部門間の

伝票の流れに無関係な説明や記述の枝葉を刈り取って業務

プロセスダイアグラムを作成しなければならないが，伝票

突合せ状況をモデル化した業務プロセスダイアグラムに精

通していない実務者が，ダイアグラムを作成するのは困難

である．そこで，次の 4.2節で文献 [3]から販売サイクル

の売上プロセスを例にして適用の指針を説明する（図 4）．

なお，この例で示した販売サイクルの売上プロセス以外で

も，業務プロセス内で伝票が発行され，発行された伝票を

突合せすることで，取引の実在性を検討できる業務プロセ

スであれば，同様に，指針に従って業務プロセスダイアグ

ラムを作成することができる．

次に，業務プロセスダイアグラムを作成した業務プロセ

スを使って，業務プロセスの分析方法を検討する．伝票突

合せアセスメント手法では，伝票間の突合せ状況を伝票突

合せ行列で表現し，伝票突合せ行列の成分がすべて 1とな

るときすべての伝票が突合せされるので伝票不整合リスク

が小さい，つまり信頼性が高いと判定している．また，伝

票突合せアセスメント手法で，信頼性が低いと判定された

業務プロセスにイベントを追加して，信頼性の高い業務プ

ロセスに改善することもできる [17]．さらに，部門ごとの

伝票突合せの有無を伝票突合せ行列に反映されることがで

きる [16]．以上の観点から業務プロセスの分析事例研究を

実施する．

なお，業務プロセス分析では，伝票突合せアセスメント

手法の手順を何度も実施する．効率良くアセスメントを実
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図 4 業務プロセスのモデル化の方法

Fig. 4 Modeling method for business processes.

図 5 業務プロセスの分析方法

Fig. 5 Analysis method for business processes.

施するために，業務プロセスの伝票突合せアセスメント手

法の手順を Excelシートとマクロでツール化したアセスメ

ントツールを使用している [18]．アセスメントツールにつ

いては，4.3.4項で説明を加える（図 5）．

4.2 業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法の適用

文献 [3]においては，販売や購買・在庫管理などの取引サ

イクルを構成するプロセスごとに，プロセス・フローチャー

トやフローの詳細を記述し，さらに社内チェック（コント

ロール）やリスク・コントロールマトリックスを用いて内

部統制を構築するための説明がなされている．

伝票突合せアセスメント手法の業務プロセスダイアグラ

ム作成には，このうちプロセス・フローチャートとフロー

の詳細の記述から，他部門への伝票を送受信する「イベン

ト」と，他部門との伝票の送受信をともなわない部門内作

業とを抽出分類する必要がある．そして，部門内作業と分

類された記述は，一括して「作業」として伏せられ，以降

は考慮しない（図 6）．

また，伝票突合せ状況をモデル化した業務プロセスダイ

アグラムのプロセスは，売上取引，仕入取引などのように

伝票に共通となるべき品名，数量，単価，金額などの項目

があるイベントで構成される．つまり，伝票突合せで伝票

間に相違がないことを確認できる単位で，プロセスが構成

されている．財務報告に係る取引に関しては，標準的なプ

ロセスの単位があるので，本事例ではこれに従うこととす

図 6 業務プロセスダイアグラムのイベントと作業

Fig. 6 Events and tasks in business process diagram.

図 7 販売サイクルと業務区分（文献 [19] より）

Fig. 7 Sales cycle and busines division.

る．すなわち，販売サイクルは「得意先からの注文を受け

て商品を出荷し，その代金を回収するまでの一連のプロセ

スを指す」[3]が，本事例の売上プロセスは，日本公認会計

士協会の「統制リスクの評価手法」（監査委員会研究報告

第 16号）[19]の販売サイクルと業務区分との関連の記述

に従って，受注・出荷・集計・売上計上の各サブプロセス

から構成されるものとする．このうち集計プロセスは，文

献 [3]では売上計上プロセスに含まれているため，売上プ

ロセスは，受注・出荷・売上計上の 3つのサブプロセスか

ら構成されるとする（図 7）．

4.2.1 売上プロセスを構成する各サブプロセスのイベン

ト抽出

売上プロセスを構成する受注・出荷・売上計上の各サブ

プロセスから，具体的に業務プロセスダイアグラム作成に

必要なイベントと，それ以外の部門内作業を抽出分類する．

まず，受注プロセスは，そのプロセス・フローチャートか

ら次の 1©～ 10©の作業からなる [3]（図 8）．

1©注文書の入手
2©受注票の作成
3©販売単価の確認
4©与信残高の確認
5©在庫残高と出荷までのリードタイムを確認
6©上長による受注票のレビューと承認
7©注文請書を得意先へ送付
8©受注台帳の更新
9©受注台帳の照合
10©注文書と承認後の受注票を保管
これらの作業のうち伝票突合せアセスメント手法のイベ

ントは，売上取引に係わる他部門への伝票送信をともなう
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図 8 受注プロセス・フローチャート（文献 [3] より）

Fig. 8 Order process flow chart.

作業である（図 6）．

たとえば， 1©注文書の入手は，得意先から営業へ注文書
が発行される作業なのでイベントである．一方， 2©受注票
の作成は，営業部門内の作業なので部門内作業である．ま

た， 3©販売単価の確認は，営業部門から他部門への問合せ
で売上取引に係わる作業ではないので部門内作業として

「作業」にまとめる．同様に検討すると，受注プロセスのイ

ベントは， 1©注文票の入手， 7©注文請書を得意先へ送付だ
けとなる．

同様に，出荷プロセス，売上計上プロセスについても，

イベントと，それ以外の部門内作業を抽出分類すると，売

上プロセス全体のイベントは，次のように整理できる．

売上プロセスのイベント（番号は文献 [3]のまま）

〈受注プロセス〉

1©注文書の入手（得意先から営業へ）
7©注文請書を得意先へ送付（営業から得意先へ）

〈出荷プロセス〉

3©出荷指図書を倉庫へ送付（営業から倉庫へ）
6©商品の出荷と受領（倉庫から得意先へ）
9©営業へ出荷伝票（受領書）を送付（倉庫から営業へ）

〈売上計上プロセス〉

4©売上伝票と出荷伝票の経理への送付（営業から経
理へ）

4.2.2 売上プロセスの業務プロセスダイアグラム

前項で抽出した売上プロセスのイベントから売上プロセ

スダイアグラムを作成する．まず，抽出したイベントに順

にイベント番号（ei）と略称を付す．ただし，複数の伝票

（di）が発行されている場合は，イベント（ei）は分割する．

その結果，売上プロセスダイアグラムのイベント（ei）と

伝票（di）は次のようになる．

図 9 売上プロセスダイアグラム

Fig. 9 Sales process diagram.

〈受注プロセス〉

1©注文書の入手（得意先から営業へ）
⇒ e1：注文，d1：注文書

7©注文請書を得意先へ送付（営業から得意先へ）
⇒ e2：注文請書，d2：注文請書

〈出荷プロセス〉

3©出荷指図書を倉庫へ送付（営業から倉庫へ）
⇒ e3：出荷指示，d3：出荷指図書

6©商品の出荷と受領
（倉庫から得意先，得意先から倉庫へ）

⇒ e4：出荷，d4：送付状

⇒ e5：受領，d5：受領書

9©営業へ出荷伝票と受領書を送付（倉庫から営業へ）
⇒ e6：出荷報告，d6：受領書

⇒ e7：納品報告，d7：納品書

〈売上計上プロセス〉

4©売上伝票と出荷伝票の経理への送付
（営業から経理へ）

⇒ e8：出荷報告，d8：出荷報告書

⇒ e9：売上報告，d9：売上報告書

これらのイベント（ei）をタイムラインに沿って並べて，

送受信する部門を考慮して業務フローを作成し，保管伝票

領域と伝票突合せ集合（V i）を設定して．売上プロセスダ

イアグラムは以下（図 9）のように作成できる．

4.3 業務プロセスの伝票突合せアセスメント手法による

分析

前節で文献 [3]の売上プロセスを伝票突合せアセスメン

ト手法が適用できるように売上プロセスダイアグラムを作
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成した．本節では，作成した売上プロセスを例にして，伝

票突合せアセスメント手法による分析事例として，売上プ

ロセスの 3つの分析を行っていく．

4.3.1 売上プロセスの伝票突合せ状況のアセスメント

最初に，伝票突合せアセスメント手法の本来の目的であ

る売上プロセスの信頼性の分析を実施する．伝票突合せア

セスメント手法の手順 ( 1 )～( 4 )に従い分析すると，この

売上プロセスの信頼性のアセスメント結果は以下のように

なる．

( 1 ) 売上プロセスダイアグラム作成（図 9）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 10）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 9）算出（図 10）

( 4 ) 売上プロセスの信頼性の判定

売上プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行

列（T 9）の成分には 0 が残っている．図 10 を見ると，

たとえば，伝票突合せ行列（T 9）の d7 の行の成分は

(1, 1, 1, 1, 1, 1, 1, 0, 0)なので，列 d8，d9 との成分が 0で，

伝票 d7 と伝票 d8，d9，が突合せされていないことを示し

ている．このことを図 9 の売上プロセスダイアグラムに照

らして考えると，倉庫から営業への納品報告書 d7が，営業

から経理への出荷報告書 d8，売上報告書 d9 と突合せされ

ていないので，たとえば，納品報告書 d7の単価と出荷報告

書 d8 の単価に不整合があっても検知できない可能性があ

る．伝票間に不整合があると取引の実在性に疑義が生じる

ため，この売上プロセスは伝票不整合リスクが高い，信頼

性の低い業務プロセスと判定される．

4.3.2 信頼性の低い売上プロセスの改善

前項で，売上プロセスは伝票突合せの観点で，信頼性が

低い（突合せされない伝票が残り，伝票不整合リスクが高

い）と判定された．実務上は，この売上プロセスを運用す

る現場の判断によって，この伝票不整合リスクを受入れて

運用することもできるが，本項では，業務プロセスの伝票

不整合リスクの改善手法を使って，信頼性が低いと判断さ

れた売上プロセスの改善を検討する．

改善に際して，実務で運用されている業務プロセスは，

作業の効率や部門間の分担などさまざまな点を考慮して

設計されているので，いったん出来上がった業務プロセス

の部門を増減させたり，イベントを変更・削除したりする

のは容易ではない．その点を考慮して，著者らは論理的に

イベントを追加して，信頼性の高い業務プロセスに改善

する手法を提案している [17], [20]ので，これを適用する

（図 11）．

追加するイベント（eh）を論理的に見つけ出すポイント

は，推移的閉包を算出した伝票突合せ行列にある．図 10

の推移的閉包を算出した伝票突合せ行列（T 9）を観察す

ると，伝票 d1～d7 は互いに突合せされており，また伝票

d8～d9もそれぞれ互いに突合せされている．互いに突合せ

された伝票突合せ集合を 〈di〉とすると，以下のように表記

図 10 伝票突合せ行列 T 0，T 9

Fig. 10 Voucher matrix T 0, T 9.

図 11 イベント追加による業務プロセスの改善

Fig. 11 Improving method for business processes.

できる．

〈d1〉：{d1, d2, d3, d4, d5, d6, d7}
〈d8〉：{d8, d9}

伝票突合せは同値関係と見なせるので伝票突合せ集合

〈di〉は diを代表元とする同値類となる．

業務プロセスのすべての伝票が突合せされているとき，

その業務プロセスの伝票突合せ集合は 1つになる．売上プ

ロセスの伝票突合せ集合は，〈d1〉と 〈d8〉の 2つに分かれ

ているので，追加するイベント（eh）の伝票（dh）によっ

て，1つに結合できればよい．つまり，伝票 dhによって伝

票 d1～d7 のいずれかと，伝票 d8～d9 のいずれかが突合せ

されるように追加イベント（eh）をとればよいことが分か

る [17], [20]．

なお，本アセスメント手法では，伝票突合せは，「部門が

伝票を受信したとき，その部門がすでに保管している伝票

と突き合わせる」，つまり「他部門から新しい情報を受信し

たとき，これまで自部門にあった情報と相違ないか確かめ

ること」である．たとえば，追加イベントとして，図 12

のように売上確認のイベント（e10）を追加することを考え

ると，営業が売上確認書（伝票 d10）を受信すると，それ

まで保管している伝票 d1，d2，d3，d6，d7，d8，d9と突合

せを行う．このとき，これまで突合せされていなかった伝

票突合せ集合 〈d1〉と 〈d8〉の伝票を突合せされるので，売
上確認のイベント（e10）は，売上プロセスを改善する追加

イベント候補の条件を満たしている．

条件を満たす追加イベントの候補として，他にも，営業

から経理への出荷報告（e8）イベントの直後に，経理から
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図 12 改善された売上プロセスダイアグラム

Fig. 12 Improved sales process diagram.

図 13 改善された売上プロセスの伝票突合せ行列 T 0，T 10

Fig. 13 Improved voucher matrix T 0, T 10.

営業への出荷報告確認（eh）イベントなど複数の候補があ

る．条件を満たす追加イベント候補の効率的な発見方法の

詳細は文献 [20]を参照されたい．

複数の追加イベント候補から適切な追加イベントを決定

するのは，それぞれの現場で業務プロセスを構築，運用す

る実務者の判断に委ねられており，実務者が追加イベント

候補の意味や作業効率，部門間の分担などを考慮して決定

する必要がある．本改善手法は，論理的に最適な追加イベ

ントを自動的に決定できるのではなく，最終決定は実務者

の判断に負うという限界がある．

ここでは，例として売上プロセスの最後に経理から営業

へ売上確認のイベント（e10）を追加する（図 12）．

実際に，この売上プロセスの伝票突合せアセスメントを，

手順 ( 1 )～( 4 )に従って実施するとアセスメント結果は以

下のようになる．

( 1 ) 売上プロセスダイアグラム作成（図 12）

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 13）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 10）算出（図 13）

( 4 ) 売上プロセスの信頼性の判定

売上プロセスの推移的閉包を算出した伝票突合せ行列

図 14 得意先の伝票突合せを除外した売上プロセスダイアグラム

Fig. 14 Sales process diagram without checking transaction

documents by customer.

（T 10）の成分はすべて 1となる．この売上プロセスは，伝

票不整合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスに，確

かに改善された．

4.3.3 社外部門の伝票突合せを除外したアセスメント

業務プロセスの部門の中には，伝票突合せを期待できな

い部門が含まれることがある．このとき，その部門での伝

票突合せが実施されないと，伝票突合せ状況はどうなるの

かを分析したい．

前項で改善された売上プロセスの部門には，社外の得意

先が含まれている．内部統制の観点からは，社外の得意先

による伝票突合せに期待はできない．著者らは，部門ごと

に部門レベルを設定して，部門レベルが 0の部門の伝票突

合せを除外して，業務プロセスの伝票突合せ状況を判定す

る手法を提案している [16]ので，その手法を用いて分析を

進める（図 14）．

得意先の部門レベルに 0が設定されると，得意先が伝票

を受信しても伝票突合せは行われない．図 14 の伝票保管

の領域と伝票突合せ集合の領域で，得意先が伝票 d2，d4を

受信したとき伝票突合せは行われないので，伝票突合せ集

合 V2，V4 は空集合となる．

これまでと同様に，この売上プロセスの伝票突合せアセ

スメントを手順 ( 1 )～( 4 )に従って実施するとアセスメン

ト結果は以下のようになる．

( 1 ) 売上プロセスダイアグラム作成（図 14）

得意先の部門レベルに 0を設定する．

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 15）

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 10）算出（図 15）

( 4 ) 売上プロセスの信頼性の判定
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図 15 得意先の伝票突合せを除外した伝票突合せ行列 T 0，T 10

Fig. 15 Voucher matrix without checking transaction docu-

ments by customer T 0, T 10.

得意先による伝票突合せが行われないときの売上プロセ

スの推移的閉包を算出した伝票突合せ行列（T 10）の成分

はすべて 1のまま変わらない．つまり，この売上プロセス

は，社外の得意先による伝票突合せに期待しなくても，社

内の営業，倉庫，経理による伝票突合せだけで，伝票不整

合リスクの低い，信頼性の高い業務プロセスを維持できて

いることが分かった．

4.3.4 アセスメントツールによる売上プロセスの伝票突

合せアセスメント

これまで実施してきた伝票突合せアセスメントは，実務

で運用されている業務プロセスから，業務プロセスダイア

グラムが作成できれば，伝票突合せ行列を使って分析を容

易に実行できる．それでも，業務プロセスダイアグラムの

作成や初期値の伝票突合行列の設定，推移的閉包の算出を

手作業で行うのには手間がかかる．手作業で行っていたア

セスメントを，ツールを使ってすばやく結果を判定できる

と有用である．

そこで，現場で業務プロセスを構築する実務者が，ITの

予備知識なしても操作できることを目標に，アセスメント

ツールを提供している [18]．伝票突合せアセスメントツー

ルは，米Microsoftの表計算ソフト（Microsoft Excel）とプ

ログラミング言語の VBA（Visual Basic for Application）

で作成したマクロで構成されている（図 16）．

ここでは，前項で実施した得意先の伝票突合せを除外し

た売上プロセスのアセスメント手順 ( 1 )～( 4 )を，ツール

を使って実施する．ツールによるアセスメント結果は以下

のように表記される．

( 1 ) 売上プロセスダイアグラム作成（図 17）

Excelの業務プロセスシートに業務プロセスの業務イベ

ントを入力する．得意先の伝票突合せを除外するのは，得

意先の部門レベルの設定を，1から 0に変更するだけでよ

い．なお，△，▽は，送信伝票△→受信伝票▽を示す．各
部門での伝票突合せ集合は，マクロ「Voucher」で実行さ

れるので手作業による作成は不要である．

( 2 ) 初期値の伝票突合せ行列（T 0）設定（図 18）

Excelの伝票突合行列シートに，伝票突合せ集合からマ

クロ「Matrix」を実行して初期値の伝票突合せ行列（T 0）

は設定される．

図 16 伝票突合せアセスメントツールの概要

Fig. 16 Checking transaction documents assessment tool

overview.

図 17 アセスメントツールによる売上プロセスダイアグラム

Fig. 17 Sales process diagram using assessment tool.

図 18 アセスメントツールによる伝票突合せ行列 T 0，T 10

Fig. 18 Voucher matrix T 0, T 10 using assessment tool.

( 3 ) 伝票突合せ行列の推移的閉包（T 10）算出（図 18）

Excelの伝票突合行列シートで，初期値の伝票突合せ行列

（T 0）からマクロ「Warshall」を実行して推移的閉包（T 10）

は算出される．

( 4 ) 売上プロセスの信頼性の判定

Excelの伝票突合行列シートに算出された伝票突合せ行

列（T 10）の成分がすべて 1なので，この売上プロセスは

信頼性の高い業務プロセスと判定されるのは同様である．

本節の 4.3.1～4.3.3項で実施してきた 3つのアセスメン

トも，伝票突合せアセスメントツールを使って実施した．

いったん，売上プロセスダイアグラムの業務イベント（業

務フロー）の領域を Excelシートに作成できると，伝票突

合せ集合や伝票突合せ行列の算出はマクロを使って瞬時に

実行される．また，業務イベントの追加は Excelシート内

の行追加で簡単に実行できるので，現場で業務プロセスを

構築する実務者が伝票突合せアセスメントを実施する負担
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は大きく軽減されると思われる．

なお，例にあげた売上プロセスに限らず，伝票突合せア

セスメント手法の対象となる業務プロセスの多くは，筆者

らの経験上，部門数はたかだか 10程度，イベント数はた

かだか 20～30であるため，VBA実行に要する性能時間は

実用で問題ない範囲である．

5. 結論

経営者が内部統制の観点から信頼できる業務プロセスを

構築するとき，業務プロセスの信頼性に客観的な基準が

ないため，公認会計士などの専門家の知識や経験に頼ら

なければならないことが多かった．これに対して，著者ら

は，取引の実在性に係る「業務プロセスの信頼性」の 1つ

の基準を，「伝票の突合せによる整合性」と定めて．この

基準に沿って業務プロセスをモデル化し，客観的なアセス

メント手法を提案し評価した [8], [9]．さらに，業務プロセ

スの改善手法の提案 [17], [20]や部門ごとの伝票突合せの

反映 [16]，アセスメント手法のツール化 [18]に取り組んで

きた．

本論文では，広く公開されている業務プロセスを文献 [3]

から抽出して，その業務の流れ図や業務記述書を使って，

本アセスメント手法の業務プロセスダイアグラムを作成し

て，伝票突合せの観点から伝票突合せ行列を用いて，業務

プロセスの分析を実施する事例研究を行った．これによっ

て本アセスメント手法の使いやすさや業務プロセスを分析

する際の有効性を示して，本アセスメント手法の実用性を

さらに向上させた．

各企業が実務で運用している業務プロセスの詳細は，各

企業の社外秘となるので，それらを直接用いて本アセスメ

ント手法を評価することには限界があるが，今後も各企業

の業務プロセスに共通すると思われる特徴を文献などか

ら抽出して，本アセスメント手法の改良に取り組んでいき

たい．

なお，本アセスメント手法は，伝票が紙でも電子媒体で

も対応可能である．作業者が紙の伝票を突き合わせて確認

しても，電子媒体の伝票をモニタ上で突合せして確認して

も問題はない．ただし，伝票が電子媒体であるとき，部門

の作業者は伝票突合せ確認を省略して，コンピュータ上の

ソフトウェアで集中的に伝票突合せ確認を行う利用形態が

考えられる．このとき，本アセスメント手法では，伝票突

合せ確認を行うコンピュータ上のソフトウェアを，1つの

部門（たとえば「コンピュータ部門」など）と見なして，部

門レベルに 1（伝票突合せあり）を設定し，伝票突合せ確認

を省略する他の部門の部門レベルは 0（伝票突合せなし）を

設定すれば，コンピュータを使用した業務プロセスでも伝

票突合せ状況を分析できる．このようなコンピュータによ

る集中的な伝票突合せでは，作業者の伝票突合せがないた

め作業者の負荷軽減となるメリットがあるが，一方，コン

ピュータの伝票突合せ機能（ソフトウェア）に不具合や不

正があると他では検知できないというデメリットがある．
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